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⻑野県企業局 事業概況図

令和４（2022）
年度計画

備  考

給⽔⼾数 79,470⼾ 3市1町（⻑野市・上⽥市・千曲市・坂城町）、約19万⼈
年間有収⽔量 1,928万㎥ 1日平均52,820㎥を供給
料金収入 36.7億円
取⽔設備
浄⽔設備
送配⽔設備

送⽔管等

年間有収⽔量 2,955万㎥ 供給区域：2市1村
（松本市、塩尻市、山形村）

供給料金収入 14.4億円 1日平均80,979㎥を供給
用⽔供給単価 48.84円/㎥
取⽔設備
浄⽔設備
送⽔設備

送⽔管等

区  分

取⽔⼝：１か所（上⽥⽔道）、浅井⼾：15本（川中島⽔道）
急速ろ過池：6池、浄⽔池：7池
ポンプ場：35か所（75台）、配⽔池：52か所（60池）

総延⻑1,460km（導⽔管：7km、送⽔管：138km、配⽔管：1,315km）

急速ろ過池：16池、浄⽔池：3池
ポンプ場：4か所（9台）
総延⻑60.5km（導⽔トンネル：3.3km、導⽔管：1.9km、送⽔管：55.3km）
うちバイパス管8.4km

末
端
給
⽔
事
業

用
⽔
供
給
事
業

取⽔⼝：１か所

区分 令和3年度実績 備考
発電所数（建設中を除く） 23か所 全て⽔力発電所（東信1、南信16、中信2、北信4）
最大出力合計 104,655kW 全国25公営企業中、第9位（令和3年4月）
年間販売電力量 2.9臆kWh
料金収入 34.6臆円
管理ダム 3か所 東信1、南信1、北信1

資料１

【水道事業概況】

【電気事業概況】
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水道事業の広域化・広域連携について 〜上⽥⻑野地域〜
「上⽥⻑野地域水道事業広域化研究会」における財政シミュレーション結果

１ 背景

・⼈⼝減少に伴う⽔需要の減少、施設の⽼朽化、深刻化する⼈材不⾜など、⽔道
を取り巻く環境は厳しさを増しており、⽔道事業の基盤強化に向けて、広域連携
の推進など今後の⽔道事業の在り方に関して検討を実施

２ 検討経過

（１）厚⽣労働省による水道基盤強化計画策定に
向けた水道施設の最適配置計画の検討業務
（令和２年度）

（２）上⽥⻑野地域水道事業広域化研究会の設置
（令和３年度）

目 的
⻑野市、上⽥市、千曲市及び坂城町の地域（上⽥

⻑野地域）の⽔道事業の広域化等について研究する。

検討内容
〇 事業統合を含む広域化等の形態を複数設定

〇 財政⾯、組織⾯等への影響を整理し、
財政シミュレーションを実施（①と④）

① ４事業の統合
② 新規用水供給事業の設立
③ 既存の水道事業体が用水供給事業を開始
④ 個別経営（現状維持）

  項 目 2020（R2) 2070(R52） R52/R2
人 口 591,623人 365,001人 38％減

1日平均給水量 200,420㎥ 125,797㎥ 37％減

上⽥⻑野地域の状況

目       的
持続可能な経営体制の確立に向け、水運用の一体化
による水道施設の最適配置案について検討し効果を
試算

対象期間 50年（令和２年〜令和52年）

課       題
給水人口の減、有収水量の減
施設の老朽化、耐震化、稼働率の低い施設の存在、
災害対策等

解決の方針
・自然流下を利用した浄水場の配置と運用
・老朽化が進む浄水場の統廃合等（3か所）
・稼働率の改善

資料２－１
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（3）広域化による施設整備等の概要

○⾼低差を利⽤した上流から下流への⽔運⽤による施設の最適配置
（浄⽔場を集約し⽼朽化施設は廃⽌）

○災害等の非常時に備え、浄⽔場間のバックアップ体制の強化
○送⽔幹線の2重化による冗⻑性確保

① 施設整備の方針

② 主な施設整備計画

広域化による施設整備等 整備費 施設整備等効果

❶往生寺浄⽔場、夏目ヶ原浄⽔場の廃⽌ ‐
事業運営の

効率化

（浄⽔場の統廃合による
施設の維持管理費や上流
からの⽔の融通による施
設の効率的な運⽤）

❷八幡浄⽔場の廃⽌に伴う整備 約22億円

❸染屋浄⽔場更新 約102億円

❹犀川浄⽔場〜四ツ屋浄⽔場の連絡管 約16億円

❺上⽥〜⻑野間 送⽔幹線2重化
（右岸側︓諏訪形浄⽔場〜万葉橋） 約111億円

危機管理対策
の強化

（浄⽔場の廃⽌に伴う、
送⽔能⼒の増強、非常時
対応強化、新規⽔源確保
や連絡管の整備等による
バックアップ機能の追
加）

❻上⽥〜⻑野間 送⽔幹線2重化
（左岸側︓万葉橋〜千曲川⽔管橋） 約57億円

❼染屋浄⽔場〜諏訪形浄⽔場の連絡管 約6億円

❽犀川浄⽔場〜夏目ヶ原浄⽔場の連絡管 約20億円

➒川合新⽥⽔源へのバックアップ 約90億円

❿その他（基幹管路の耐震化等） 約165億円

❽

➒

❶

千曲川水管橋

万葉橋

上田橋

常田新橋

千曲川

犀川

犀川浄⽔場
（⻑野市）

四ツ屋浄⽔場
（企業局）

八幡浄⽔場
（千曲市）

諏訪形浄⽔場
（企業局）

染屋浄⽔場
（上⽥市）

川合新⽥⽔源
（⻑野市）

往生地浄⽔場
（⻑野市）

夏目ヶ原浄⽔場
（⻑野市）

❷

❸

❹

❺

❻

❼

小市橋

広域化関連施設整備総事業費 ５８９億円

水道事業の広域化・広域連携について 〜上⽥⻑野地域〜
「上⽥⻑野地域水道事業広域化研究会」における財政シミュレーション結果
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（4）財政シミュレーション結果

・仮に令和19年度に料⾦統⼀をした場合、その後は事業統
合の供給単価が最も低くなる結果

・供給単価はR2を基準とするとR52において、単独経営継続
の場合と比較して、72〜98％に抑制される

供給単価(※1）の推移 ※1水道水１㎥あたりの販売価格

（5）広域化（事業統合）による主なメリットとデメリット
メリット デメリット

〇コスト削減
・広域化に関する国の交付金や
交付税措置の活用

・施設最適配置による建設投資
の効率化、動力費等の削減

〇危機管理体制の強化
・専門人材の確保
・運転監視体制の強化
・管路更新・耐震化の推進

〇業務効率化
・組織の効率化
・同一市内複数水道事業の解消

・各種基準の統一化やシ
ステムの統合等に係る
業務の発生

①給水⼾数
（R7〜R52平均）

②広域化の効果
（R7〜R52合計）

③⼀⼾当たりの効果
（②÷①÷46年間）

⻑野市 145,322⼾ 467億円 6,994円／⼾／年

千曲市 17,216⼾ 71億円 8,947円／⼾／年

坂城町 4,275⼾ 12億円 5,982円／⼾／年

上⽥市 60,112⼾ 119億円 4,310円／⼾／年

合 計 226,925⼾ 669億円（※） 6,412円／⼾／年

管理体制の効率化等 165億

（※）内訳
施設整備費に充てる収入の増加 380億

その他(事業規模の拡大による効果等） 124億

今回の財政シミュレーションの結果を住⺠の皆様にご説明し、その意⾒を踏まえて、この地域にとってより良い広域
化・広域連携のあり方について、関係市町とともに引き続き検討を進める。

（6）今後の方向性

供給単価 （単位︓円） 50年後の伸び率
（R52/R2 ※2）R2 R7 R19 R31 R52

企業局 172.5 172.8 216.0 273.3 324.7 1.88 (1.77(94％))

⻑野市 210.9 211.6 254.7 285.3 332.7 1.58 (1.45(92％))

上⽥市 152.1 165.3 230.0 230.0 313.1 2.06 (2.01(98%))

千曲市 173.8 190.9 298.2 345.9 426.2 2.45 (1.76(72%))

統 合 216.0 216.0 306.1
※２ (  )は統合した場合の伸び率と抑制率

① 効果額 ② 供給単価上昇の抑制
国の交付⾦等の活⽤により、地域全体でおよそ50年間に
669億円の住⺠等の料⾦負担軽減を図ることが可能

水道事業の広域化・広域連携について 〜上⽥⻑野地域〜
「上⽥⻑野地域水道事業広域化研究会」における財政シミュレーション結果
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水道事業の広域化・広域連携について 〜松本地域〜
松本地域の水道施設に関する厚⽣労働省調査結果について

目 的︓持続可能な経営体制の確⽴に向け、複数の水道事業体における水道施設の最適配置を検討し、その効果
を試算（モデル事業として実施）

実施内容︓令和3年度︓課題の整理及び今後50年間での水道施設の最適配置検討
令和4年度︓課題解決に向けた⽅策（財務会計・料⾦システムの共同化、水質検査の共同実施他ソフト連携）

の整理、検証ととりまとめ
⇒企業局の用水供給エリアについては、県としても水道用水供給事業連携研究会の場において広域化・広域連携 の

可能性について検討していく。

１ 概 要

２ 課題等

3 検討の
観 点

●給水人口の減少 422,164人（R元年） → 277,568人（Ｒ52年）へ約34％の減少
有収水量(※)の減少 121,474m3/日（R元年） →80,376m3/日（Ｒ52年）へ約34％の減少

●共通的な課題……施設の⽼朽化・耐震化、稼働率の低い施設の存在、災害対策

１．『効率化』
・施設の統廃合による効率化（⼩規模施設の統廃合 建設投資と施設管理費の抑制）

２．『緊急時の対応』
・バックアップの強化（市村境を越えた体制の強化）
・施設稼働のあり⽅（大雨による濁水発⽣時の供給制限への対応など）

※有収⽔量︓
料⾦徴収の対象
となった⽔量

①⽼朽化により更新時期を迎える浄水場のうち、統合等により廃⽌可能な浄水場は6か所
（事業統合した場合の削減効果）

整備事業費︓約49％ 140億7,400万円減（286億700万円 ⇒ 145億3,300万円）
維持管理費︓約73％ 54億8,100万円減 （75億1,000万円 ⇒ 20億2,900万円）
※加えて、今回の条件下においては、９事業合計で給水原価・供給単価について、抑制の効果有

②バックアップ体制強化︓市村境を越えた連絡管等の整備
〇朝日村→山形村 〇松塩→松本市の連絡管整備 〇安曇野市から松本市・⽣坂村・筑北村への送水

③施設稼働のあり⽅︓松本市の⾃⼰水源の活用も検討（ただし、企業局からの用水供給単価の上昇要因）

4 検討
結果

資料２－２
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県内市町村等水道事業者への支援

１ 水道事業者なんでも相談窓口 ２ 水道事業市町村支援チームによるお出かけ相談

３ 水道事業実務研修会

回答

市町村 企業局

電話
相談等

照会・回答
知事部局
・企画振興部
・環境部 など

国 日本水道協会 など

・市町村の担当職員からの電話等による質問・相談に、直接回答・助言する
相談窓口を企業局内に設置 累計相談件数 104件 （R4.８末現在）

水道事業市町村支援チーム
環境部、企画振興部、企業局

地域振興局（環境担当課）市町村
市町村⻑
担当部課⻑
担当者 お出かけ相談

施設調査,意⾒交換

依頼

・環境部及び企画振興部と連携して結成した水道事業市町村支援チームが、現地の地域
振興局とともに市町村を訪問し、現地調査と⾸⻑や担当職員等との意⾒交換により、
市町村が抱えている課題に応じた支援や助言を実施 実施累計８回（R4.2末現在）

・企業局が漏水調査に⽤いる機器を市町村に無償貸与し、技術研修も実施することで、
市町村の漏水対策の取組を支援

H30:４団体、R1︓５団体、R2︓7団体、
R3:４団体、Ｒ４:３団体予定

⾼感度⾳圧センサー・
分析機器 ⇒

・企業局が市町村の水道関係職員を幅広く対象として
研修を実施し、技術講習会や講演会を通じて技術⼒
向上を図るとともに、少人数グループに分かれての
意⾒交換や全員が１対１で⾏う「⼤名刺交換会」等
を通じて、相互に「顔の⾒える関係」を構築
（H30〜累計553団体1262名）（H30︓２回、R1︓５回、

R2︓16回、R3︓14回、R4:３回（R4.8末現在））

５ 横浜ウォーター株式会社との包括連携協定
主旨︓⻑野県企業局の支援に加え、横浜ウォーター㈱が持つノウハウを活⽤することにより、⼩規模水道事業者等に対して経営計画・技術継承・

事業運営をサポートし、持続可能な事業経営の確⽴に寄与する。
横浜ウォーター㈱と協定締結に⾄った理由︓横浜ウォーター㈱は、以下のことから連携先として望ましい条件を備えていたことによる。
（１）横浜市水道局が100％出資する会社であり、⾏政（公営企業）の観点からの経営ノウハウを熟知していること
（２）全国の小規模水道事業体の支援実績が豊富であること
（３）「小規模事業者への支援」という共通の目的を有していること

４ 有収率向上のための機器の無償貸与・技術支援技
術
的
支
援
・
人
材
育
成

情
報
共
有
・
意
⾒
交
換

相
談
支
援

講習会（講義）

６ ⻑野県水道技術アドバイザー派遣等事業
（目的）県内の水道事業関係者等を水道技術アドバイザーとしてリストアップし、県内の水道事業者からの要請に応じて

アドバイザーとして派遣等を⾏い、実務経験者（⾏政側）の⽴場から助言等を実施し、業務の円滑化・効率化を図る。
アドバイザーリスト作成（R4.8.5）

ソフトによる解析（表⽰例）

人口減少社会の到来等による水需要の減少、⽼朽化する施設等の更新・耐震化、専門人材の不⾜、頻発する⼤規模災害等への対応

県内水道事業者の持続可能な経営体制の構築に向けて、知事部局と連携して、市町村等を総合的に支援

（H30.9〜） （H30.12〜）

（H30.10〜）

（R4.6.1締結）

⻑野県水道協議会第53回定時総会にて承認（R4.5.24）

（H30〜）

水道事業者
共通の課題

具体的支援例
・災害復旧技術支援
・浄水場等の設置、更新にかかる技術支援
・会計処理に関する支援

資料３－１
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⻑野県⽔道事業広域連携推進協議会について 資料３－２

本格的な人口減少社会を迎え、市町村等の県内の水道事業者においては、水需要の減少に伴う経営環境の悪化への対応、
⽼朽化する施設の更新、専門人材の確保育成、頻発する⼤規模災害に強い体制づくりなどが共通の課題となっている。

そこで、持続可能な水道事業経営の確⽴に向けて、平成30年12⽉に成⽴した改正水道法も踏まえ、広域化・広域連携の
推進や将来的な水道のあり⽅等に関して検討を⾏い、⽅向性を⾒出す中で、できることから実⾏するために本協議会を
設⽴する。

② 人材確保・育成WG
水道工事、水質検査、公営企業会計等の専門人
材の確保・育成と、中小規模の事業体を支援す
る組織体制の調査、研究

➡ WGにおいて個別課題を共有し、広域連携の
⽅向性を整理

・専門人材の確保・育成と、それに向けた連携
強化（実務研修会の開催、水質検査の共同化、地域
の官⺠連携等）
・災害時等に向けた各水道事業者等の連携強化

２ 組織概要

１ 目 的

① ⽔道情報共有WG
県内水道事業者等がデジタル化した統一様式の
施設台帳を整備し、情報共有する⽅向で調査・
研究し、全県的な取組を促進

➡ WGにおいて⻑野モデルとして統一様式に
よる施設台帳のあり⽅を検討し、整備の⽅向性
を整理
・アセットマネジメントへの活用、災害時の受
援への利用
・水道事業の⾒える化、施設の統廃合シミュレ
ーションで活用

【設⽴】 令和２年10⽉12日

ワーキンググループ

７



⻑野県⽔道事業広域連携推進協議会について

年度(時期) 令和２年度 令和３年度 令和４年度

地域研究会
など

①｢水道事業連携研究会｣設置
企業局、⻑野市、上⽥市、千曲市及び坂城町

（関係団体）で構成

・関係団体で「上⽥⻑野地域水道事業広域化研究会」を設置
して広域化について具体的な研究を開始し、令和３年度中
に「広域化の⽅向性報告（案）」の取りまとめを予定

・令和３年度の「上⽥⻑野地域水道事業広域化研究
会」の研究結果を踏まえて、取組を検討

②｢水道用水供給事業連携研究会｣設置
企業局、松本市、塩尻市及び山形村で構成

・松本地域において、厚⽣労働省が「水道基盤強化計画策定に
向けた水道施設の最適配置計画の検討業務」を実施

・令和３年度の厚⽣労働省の検討結果を踏まえて、
取組を検討

３ これまでの取組と今後の予定

年度(時期) 令和２年度 令和３年度 令和４年度

協議会

●設⽴総会（10⽉）
・県、77市町村、3企業団が参画
・｢水道情報共有｣と｢人材確保・育成」の２つ
のワーキンググループを設置

・⻑野市による｢水道施設台帳整備｣事例発表

●第２回総会（5⽉28日）
・厚⽣労働省調査結果公表
・水道施設台帳「⻑野モデル」の決定
●第2回持続可能な⽔道経営の確⽴に向けたシンポジウム
（7⽉7日）
・水道事業の現状の課題等の情報共有と、市町村の区域を超え
た取組への気運の醸成を図るため、市町村⻑等を対象に開催

【市町村⻑27名、代理出席者19名】
●第３回総会（12⽉27日）
・上⽥⻑野地域水道事業広域化研究会の取組報告
・ワーキンググループにおける活動報告

●第４回総会〜
・広域化推進プランの策定にかかる進捗状況報告
・ワーキンググループの活動報告等
・地域研究会の取組発表

年度(時期) 令和２年度 令和３年度 令和４年度

ワーキング
グループ

① ⽔道情報共有ワーキンググループ
・国の｢水道標準プラットフォーム｣や標準仕様
を用いた台帳管理の最新システムを研究

・国の標準仕様に準拠した水道施設台帳の統一
フォーマット（⻑野モデル）案を作成

・市町村の実情を踏まえた整備⽅法を検討

・⻑野モデル案まとめ（４⽉〜5⽉初旬）

・市町村への相談支援(随時)
・国等の取組を情報収集し、⻑野モデルを改訂(随時)
・情報共有の仕組みを研究(随時)
・台帳システムの共同化の研究

・令和４年９⽉の水道施設台帳の整備期限に向けて
進捗状況の把握

② 人材確保・育成ワーキンググループ
・現状を踏まえ課題を抽出
・体制強化・効率化の観点から広域連携の基本
的な考え⽅(⽅向性)を整理

・検討すべき広域連携の取組を10項目に整理
・水道業務のスマート化（AI等を活用した施設
管理システム等）を研究

・検討すべき10項目の取組のうち、優先度の⾼い
項目の具体化に向けてさらに検討

・全県的に推進すべき取組と、その実現に向けた
進め⽅等を検討

引き続き、研究等を実施

引き続き、検討を進める
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⽔道施設台帳の県内統⼀フォーマット「⻑野モデル」について

⼈⼝減少社会を迎え、⽔需要の減少などの課題に直⾯し、広域連携の推進や適切な資産管理を図ることが重要。

⻑野県では環境部・企画振興部・企業局が協働し、県内全ての市町村・⽔道事業を営む企業団が参加する
「⻑野県⽔道事業広域連携推進協議会」を令和２年10⽉に設⽴。

また、協議会の下に「⽔道情報共有ワーキンググループ」を設置。

施設情報を共通・共有化し、災害応援時の活用、広域化・広域連携検討に活用できる県内統⼀フォーマット
による⽔道施設台帳である「⻑野モデル」構築の調査・研究に着手 「市町村等も参画した水道情報共有WG」

○「簡易⽔道等⼩規模⽔道における⽔道施
設台帳作成の手引き」の設計思想をベース
としつつ、厚⽣労働省による「⽔道施設台帳
として整備すべき情報」の内容を網羅。

さらに「⽔道情報活用システム基本仕様
書」と整合を図り、⼊⼒項目はNEDO ⽔
道情報活用システム 基礎データ項目（⽔
道標準プラットフォーム︓簡易台帳アプリ
ケーション）⼊⼒項目（８８項目）を参考
に将来的な全国標準化対応を意識。

○⼊⼒内容(用語）の統⼀と作業の簡略
化のためドロップダウンリストを多く採用

１．課題・経過

「⻑野モデル」の特徴
２．「⻑野モデル」の概要

資料３－３
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４．取組による効果
①⽔道施設の適切な管理（維持管理⽔準の底上げ）が可能となる
②アセットマネジメントの精度向上が図られる
③⼤規模災害時等の危機管理体制の強化が図られる（災害時に外部からの応援受⼊がスムーズになる）
④広域連携や官⺠連携等のための基礎資料として活用できる
（近隣と施設管理で連携しやすい。正確な⽔運用の広域連携シミュレーションが可能。監視、台帳管理等のアプリケーションが利用可能）

３．「⻑野モデル」の検討過程

（２）管路台帳

（１）施設台帳

県内統⼀フォーマットで整理された情報を⽔道事業者間の連携や危機管理体制整備などに活用
システムの共同化や広域連携シミュレーションアプリ等に関する研究を実施

５．今後の展開

「⻑野モデル」の⼊⼒例
開催回 内 容

第1回
WG

R2.11.30

【合意】適切な資産管理のほか情報共有や広域連携の検討に活⽤していくため、
県下全事業体で同じデータ項目により整備する。

【協議】データの整備・保有形式（Excel・システム）について
【協議】項目数や整備スケジュール、整備のため委託をする際の費⽤・財源について

第2回
WG

R3.1.12

【研究】JECCによる「水道標準プラットフォーム」と「簡易水道台帳システム」の説明。
【アンケート】水道施設台帳整備について各事業体の意向や課題を集約。
【合意】データ項目は、水道法の項目を含む、広域連携やスマート化を⾒据えたものとする。

第3回
WG

R3.2.12

【研究】JECCによる「簡易水道台帳システム」のデータ項目や整備費⽤等の説明。
【合意】国の標準仕様に準拠したデータ項目による「⻑野モデル(案)」を作成。

市町村の実情に応じて整備できるよう「必須項目」と「任意項目」を設定。
【合意】Excel形式による整備・保持を基本とするが、システムによる整備等も可能。

R3年度は、共同システムの導⼊を希望する事業体で研究する。

第2回
協議会
R3.5.28

・「⻑野県水道事業広域連携推進協議会」において → ⻑野モデルを決定
・台帳整備を促進するため、市町村等への相談支援や進捗確認を実施
・本県独⾃の項目と「国の標準仕様」との調整を図りつつ、必要に応じて⻑野モデルを改訂
・情報共有の仕組みを研究（水道施設台帳システムの共同化については、希望する市町村等で研究）

第4回
WG

R3.12.13

【フォローアップ】
整備状況と課題の確認

⽔道施設台帳の県内統⼀フォーマット「⻑野モデル」について
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水道事業実務研修会について
⻑野県⽔道事業実務研修会 〜県内市町村等⽔道への⽀援〜（平成 年度〜）⻑野県⽔道事業実務研修会 〜県内市町村等⽔道への⽀援〜（平成30年度〜）

資料３－４
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横浜ウォーター㈱と協定締結に⾄った理由︓
横浜ウォーター㈱は、以下のことから連携先として望ましい条件を備えていたことによる

（１）横浜市水道局が100％出資する会社であり、⾏政（公営企業）の観点からの経営ノウハウを熟知していること
（２）全国の小規模水道事業体の支援実績が豊富であること
（３）「小規模事業者への支援」という共通の目的を有していること

⻑野県内の水道事業者
（市町村等）

横浜市
水道局

『横浜市水道局と横浜ウォーター株式会
社の相互連携に関する基本協定』

趣旨︓⻑野県企業局の⽀援に加え、横浜ウォーター㈱が持つノウハウを活⽤することにより、⼩規模⽔道事業者等に対して経営
計画・技術継承・事業運営をサポートし、持続可能な事業経営の確⽴に寄与する。

包括連携協定
相互連携

環境部・企画振興部とも連携しながら、課題解決に向けた
助⾔・指導を⾏う。

具体的支援内容
・水道事業者なんでも相談（現場で直面する身近な問題
等に担当者が直接対応）
・実務研修会 ・漏水調査機器の無償貸与
・環境部、企画振興部と連携し「おでかけ相談」（経営や財
政課題も含めた総合的な支援）の実施 等

横浜ウォーター株式会社との包括連携協定及び
⻑野県⽔道技術アドバイザー派遣等事業について

⻑野県企業局の⽀援
⺠間企業が持つ専門的知識・技術と、これまでの豊富な
支援実績に培われたノウハウを⽣かした支援を⾏う。

具体的支援内容
・水道施設台帳の作成並びに直営での更新作業を可能
とするシステム導入
・直営による設計・積算・発注業務を目指した助⾔やマニ
ュアル整備
・水道事業に関する経営・技術支援の研修
・最先端技術の紹介、導入のサポート 等

横浜ウォーター㈱の⽀援

県 環境部
企画振興部

相互連携

（目的）県内の水道事業関係者等を水道技術アドバイザーとしてリストアップし、県内の水道事業者からの要請に応じてアドバイザーとして
派遣等を⾏い、実務経験者（⾏政側）の⽴場から助⾔等を実施し、業務の円滑化・効率化を図る。

⻑野県⽔道技術アドバイザー派遣等事業

長野県水道事業
広域連携推進協議会

長野県
水道協議会（県水協）

アドバイザー
候補者の推薦

水道事業者
アドバイザーの紹介

（電話相談・派遣 等）

具体的支援例
・災害復旧技術支援
・浄水場等の設置、更新にかかる技術支援
・会計処理に関する支援

相談事業者の
情報共有

相談・支援 相談・支援（契約）

資料３－５
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8月6⽇の⼣⽅から夜にかけて⼩川村に非常に激しい降⾬（最⼤69㎜/時間）
この⼤⾬による斜面崩壊などにより水源からの取水ができなくなるとともに水道管が複数ヶ所破損し⼤規模断水が発生
⼩川村は⻑野県水道協議会※１の「災害等相互応援要綱」に基づき応援要請
⻑野県水道協議会の要請に基づき、企業局を含む近隣事業体による「広域連携」により応急給水、応急復旧活動を実施

小川村水道施設災害応援について
1 概要

２ 被害状況

３ 経過

⽇ 経過
8月6⽇ ⼤⾬により⼤規模断水発生。⼩川村から⻑野市へ応援要請

8月7⽇
⻑野市先遣隊による状況把握
現地応援隊本部設置（14:00）
⻑野市、中野市、須坂市、企業局による応急給水活動と情報収集

8月8⽇ ⻑野市、飯⼭市、信濃町、須坂市による応急給水活動
被害状況、漏水調査および応急復旧

8月9⽇ ⻑野市、中野市、企業局による応急給水活動
⻑野市、企業局による漏水調査及び復旧⽀援
配水管破断箇所を特定し、仮設配管による応急復旧実施

8月10⽇ 配水管破断箇所を特定し、⼩川村へ応急措置に係る助⾔を⾏う
⼩川村により、応急措置が⾏われる
現地応援隊本部解散

8月11⽇ ⼩川村による応急復旧により、断水状態が解消される

断水 約250⼾ 500人(最⼤時）
水源取水不能 2か所
送配水管破損 5か所
機械施設破損 1か所

❍ 応援事業体 （6事業体）
⻑野市（応急給水、漏水調査）
中野市、須坂市、飯⼭市、信濃町（応急給水）
企業局（現地指揮、応急給水、漏水調査、応急復旧、復旧計画提案）

❍ 応援規模
延べ応援人数 55人 （うち企業局 17人）
延べ出動給水⾞数 17台（うち企業局 ３台）

❍ ⼩川村は水道担当職員1名と水道担当経験者を中心に応急対応する
も被害甚⼤のため県水道協議会（⻑野市）に応援要請（第1次）

❍ ⻑野市から給水⾞を所有する周辺事業体に応援要請（第2次）
⇨企業局を中心とする応援隊により、給水⾞による応急給水、

漏水調査、応急復旧活動

➡･･･第１次応援要請

➡･･･第２次応援要請

送配水管路崩壊状況

４ 応援体制

※1 ⻑野県内の全水道事業体で構成される水道の普及、発達、相互の連絡調整を図る団体
会⻑︓⻑野市⻑、事務局︓環境部水⼤気環境課内

資料３－６
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給水⾞による応急給水活動 小川村と応援隊による被災箇所調査 応援本部（復旧⽅法等技術⽀援）

❍ 県水協が主導する広域連携による災害応援が効果的に機能
❍ 中核となる水道事業体を中心としてプッシュ型の災害応援が機能
❍ 企業局主催の実務研修会等を通じた近隣水道事業体間における顔の⾒える関係構築により円滑な⽀援活動を展開

5 成果と課題 （水道事業体間の連携及び技術⼒と⼈材確保の重要性）
（1）成果

（2）課題
❍ ⼩規模事業体にとって危機管理は人的、技術的に困難が伴い、今後の人⼝減少等を踏まえると厳しい状況が予想される
❍ ⻑野県は全国的にも水道事業体が多くかつ⼩規模事業体が多い

（上水道数61事業（全国2位） 簡易水道数124（全国9位））
❍ 急峻な地形等の要因により、⼩規模施設が点在するとともに法面に布設された脆弱な管路が存在
❍ 水道施設台帳等の施設、管路の状況が把握できる資料の整理が不⼗分

※参考 事業体の規模（給水人⼝ベース）
⻑野市 267,895人 （⻑野県内最⼤）
上⽥⻑野水道事業広域化研究会（上⽥市、⻑野市、千曲市、企業局合計）591,623人（静岡市と同規模）

小規模事業体の危機管理には技術⼒と⼈材を有する地域の中核となる事業体の存在と
その事業体を中心とした事業体間の連携による⽀援体制整備が効果的

災害応援活動の状況

小川村水道施設災害応援について
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